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研究成果の概要（和文）：本研究は海洋開発に利用する浮体構造物について従来の鋼鉄製ではなく、複合材料な
どの大幅な利用拡大を前提とした新しい形式につい立案が行われ、その成立性に関する研究が行われた。取り扱
った浮体構造物は浅海域に対応する大規模拡張可能なユニット式TLP型構造物と移動式洋上風力発電装置の2種類
である。最初に適当な仕様を定め、基本設計と各種机上検討が行われた。さらにそれぞれについて簡略化された
モデルによる数値シミュレーションと縮小模型による水槽実験が行われて運動特性が確認され、その実現性につ
いての展望を得た。

研究成果の概要（英文）：In this study a new concept of floating platform for offshore development 
has been proposed and its hydrodynamic performance has been investigated. The new concept floating 
platforms are mainly made of composite and hybrid structures, which are different from the 
conventional steel floating platforms. Two types of floating platform are investigated. The first is
 the TLP type platform which is suitable for shallow waters. The unit triangle platform can be 
connected by a special joint method to form a large floating system. The second is a movable 
floating wind turbine system, which is supposed to be operated under severe sea conditions. Both 
numerical simulation and model experiment have been carried to study the hydrodynamic performance of
 the two floating platforms to check their feasibilities. 

研究分野：船舶海洋工学

キーワード： 海洋開発　複合材料製浮体　TLP　セミサブ
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

社会的要請として再生可能エネルギー利
用の拡大が求められていた。その中で洋上風
力発電は賦存量として有望と考えられてい
たが、日本国内では欧州のような広大な遠浅
でかつ年間を通して風況の良い海域は限ら
れているので、着床式の風力発電装置は導入
可能量に限界があった。そこで水深の制限が
緩くなる浮体式風力発電装置に期待が寄せ
られていた。 

従来大型の浮体式海洋構造物には船型、ポ
ンツーン型、セミサブ型などの形式によらず
鋼鉄が主材料として使われており、流体力学
的・構造力学的に膨大な研究がなされ、洋上
利用や化石燃料開発に実際に使用されてい
る。しかしながら実績豊富とされる鋼鉄製構
造物であっても海洋構造物はその安全性を
確保した上でのライフサイクルコストも含
めた経済性などが問題となり、浮体式海上空
港や浮体式洋上風力発電設備は実用には至
っていなかった。浮体式洋上空港に関して言
えば、国内では 1990 年代よりメガフロート
技術研究組合などにより多くの技術開発が
進められ、1000m 級の実証浮体が建造された。
国外においては代表的な物にアメリカ海軍
による MOB（Mobile Offshore Base）の研
究、試設計があった。それらはいずれも技術
的には可能であろうという報告がなされて
いるが、経済性などの観点から実用に至った
ものは存在していなかった。 

また浮体式洋上風力発電についてもすで
に大型の試験機は海外ではノルウエー
StatOil による Hywind、国内では環境省に
よる五島での実証実験、経済産業省による福
島沖での福島洋上風力コンソーシアムによ
る実証実験がはじまっていたが、係留・施工
も含めたトータルでの浮体式に関する経済
的成立性は未知数であった。 

 

２．研究の目的 

 本研究の目的は複合材料を使用し、その耐
腐食性、比剛性、比強度などの特性を生かし
て立案された従来型とは異なる新しい形式
の海洋構造物について基本設計とその成立
性を確認することである。 

 

３．研究の方法 

 研究は主に 2種類の形式の浮体について基
礎検討と、数値モデルによるシミュレーショ
ン、縮小模型による水槽実験で行われた。一
つ目の種類はユニット化された浮体要素か
らなる TLP 型の浮体構造物に関するもので、
もう一つは移動式の洋上風力発電浮体に関
するものである。 
 
４．研究成果 
本研究で取り扱った 2種類の形式の浮体の

一つである TLP形式の浮体に関して想定して
いる用途は日本周辺の沖合に展開した海洋
開発用のプラットフォームや洋上風力発電

施設である。TLP 形式の係留は一般に高コス
トで大きな収益を確保できる見込みのある
石油掘削プラットフォームなどには実用浮
体として用いられているが、研究用途を除き
沿岸域に設置する海洋構造物では採用は進
んでいない。しかしながら鎖を使用するカテ
ナリー係留などと比較して係留に要する占
有海域面積が事実上浮体のサイズのみで済
む特徴があり、大量設置を行う場合でも水産
業との共存や航路確保上の問題が少なく、社
会的な親和性が高い。また加えて動揺特性が
良好で海洋利用の用途を広げるものとして
有望である。この TLP 形式では大きな余剰浮
力が必須であるため、船体の軽量化が非常に
重要な要素である。複合材料は鋼鉄製よりは
るかに軽量で、かつ疲労特性に優れた素材で
あることから、従来は波浪との同調周期の問
題や疲労現象で使用が難しかった浅い水深
領域での設計成立性を持ちうる。加えて耐食
性に優れることから構造効率がよいトラス
構造体を水中部に使用する際のメンテナン
ス性の制約も緩和されるなど多くの利点を
持っている。図１に今回取り扱った TLP 型浮
体構造物の概要を示す。 

浮体の主要構造要素は造船所などでの量
産性を高くするため細長い形状を持たせて
ユニット化することとし、洋上で必要な規模
の広さを持った浮体になるよう結合工事を
行って最終組み立てを行う構成を検討した。
この結合も従来の溶接ではなく、洋上での組
み立てが容易になるような広い面同士の接
着組み立て構造を想定している。図 2はこの
ユニット式浮体を多数連結して大面積のプ
ラットフォームを構成した配置例である。こ
の方式の特徴は要素浮体各々に係留テンド
ンが配置され、バランスを保っているため、
面外変形は基本的にはほとんど発生しない。
波長の長い波が来てもジョイント部分に負
荷が集中することもなく、荷重は分散してテ
ンドンが受けとめることとなる。また注排水
で重量調整することでテンドンの張力を制
御可能なため、運用状態からでも拡張工事な

要素浮体接合面（緑）：
面接合で必要強度を確保する．
樹脂間の溶着と機械接合の併
用により洋上施工性の確保を
図る．

係留テンドン：
アンカーと浮体を緊張係留し、
姿勢を保持する固定点は支線に
より上部トラス経由で集中荷重
を浮体全体に分散する．

上部トラス（白）：
上部トラスは搭載物の鉛直荷
重と係留張力を浮力発生部に
伝達する役目と連結時の大平
面の面内剛性を補強する．

主要構造体（赤）：
没水部分は大断面とし、ねじ
り曲げ、浮力発生の大部分を
受け持つ

図1：TLP浮体構成（3連結）の概要



どが容易である。この構成はテンドンで海底
面に多点で分散支持した構造体を浮力によ
り全体的に支えており、ちょうど大面積の吊
天井を逆さまにしたような力学的構成とな
っている（吊天井は重力で支持金物に張力が
かかるが、本浮体の場合余剰浮力が代わりと
なる）。これまでに提案されてきた浮体式の
超大規模海洋構造物（メガフロート）では、
長大であるため波浪による主要構造物に対
する曲げ荷重や連結部のせん断荷重が大き
な問題となり、一体型のポンツーン型では大
規模な消波設備が、MOB のような連結セミサ
ブ型では極めて強靭なジョイント構造など
が要求されるが、テンドンにより波浪荷重を
分散支持することで原理的にはこれらの問
題を回避できるという際立った特徴を持っ
ている。 

 この浮体の設置を想定した水深は日本沿
岸で普通に見られる 100m程度としているが、
従来の TLP型浮体では使用されない領域であ
るため、特異な運動特性となることが懸念さ
れていた。そのため浮体に関しての研究はモ
リソン法によるシミュレーションと模型実
験が行い、成立性に関して確認を試みた．  
モリソン法に基づく数値シミュレーショ

ンを実施した結果、基本となる 3ユニット連
結構成時には浮体長の１０倍程度までの範
囲では係留系と浮体運動の共振のような大
きなピークを示す特異な動揺特性は実験、シ
ミュレーション共に現れなかったことから
提案 TLP浮体の基本特性は良好であると考え
られた。 
図３に示す発泡ポリスチレンとアクリル

樹脂から構成された辺長135㎝（実機の1/100
を想定）軽量な浮体模型を製作し水槽実験を
行った。実験においては通常の TLP 浮体と同
様のピッチングやローリングをほとんど起
こさない、安定した挙動を示したものの、シ
ミュレーションではすべての部材断面形状
を円形に近似して取り扱っており、実際の模
型では変形 6角形の非対称断面を持っている
ことなどが考慮されなかった結果、抵抗係数
等の評価値が過小評価されたことが Surgeと
Sway 方向の運動が大きく違っている原因と
推定されている（円断面の抵抗係数を 1.0 で
評価）。また Heave（上下）運動においては数
値計算ではほとんどゼロとなっているにも
関わらず、実験ではある程度値が出てしまう
現象は模型の弾性変形と、索具の固定方法に

起因する索長の伸縮が数値シミュレーショ
ンでは考慮されていないことに起因してい
る。 

今後の研究事項として抵抗係数やその異
方向特性などをより現実と近い形として推

図２：26連結構成時の１例

3基の基本ユニット ユニット間の面による接着接合

図３：実験模型の写真

図４：浮体の波浪応答

図５：TLP浮体の水槽実験の様子



定を定量的にできるようにした数値シミュ
レーション手法の開発や、基本となる 3ユニ
ットからなるシンプルな三角形構成にとど
まらず、より大規模・大面積の洋上プラット
フォームを構成した際の成立性検証などが
残されている。 
 

本研究のもう一つの対象である係留系を
持たない移動式の浮体に関しては洋上風力
発電浮体、もしくはより大型の案として洋上
滑走路などを想定している。移動式の洋上風
力発電浮体についてはすでに国立環境研究
所においてセイリング型の推進装置を持つ
2000m 近い全長の案が検討されてその成立性
について研究がなされていた。その結果によ
ると風力発電装置の稼働率が地上固定式と
比較してはるかに高い 58 パーセントを一例
として予想しており、有望な再生可能エネル
ギー取得手段と考えられる。本研究で対象と
するものは航行システムがより自動・無人化
された 350m 程度の発電・備蓄浮体を多数で
一定海域に展開・航行し、回収用シャトルタ
ンカーとともに船団を組んで、EEZ に限らず
広く公海上で遠洋漁業のように条件の良い
北太平洋や南太平洋、インド洋などを回遊し、
風力エネルギーを水素などの形で固定化し
てエネルギー生産を行う構想に基づくもの
である。図６にその構想に関する概要を示す。 
この構想に使用する浮体の構造は水中部

に流体抵抗の少ない細長い形状を持つ 3本の
ハルを持ち、この間を複合材料の特性を生か
した細身で大スパンのストラットで結合し
た構造を持つ。風車や帆装を水上に支持する
セイル構造物の水線面積を必要最小限とす
るとともに、喫水が深い位置にバラストを兼

ねるハルを配し、水面に近い位置に主要浮力
体となるハルを配する構成とし、スパー型浮
体と同様の復元力発生機構を有する耐波浪
性を高める構成を計画した。上述の構想では
インド洋や南太平洋といった極めて海象の
荒い海域に強風域を求めて積極的に進出す
る想定であるため耐波浪性能に特に注意を
払った構成としている。図７、８に基本設計
を行った浮体の概要を示す。 

この移動式浮体に風速 15m/s 定格、合計６
MW の風車を南太平洋などで運用して設備利
用率 50パーセントで運用した場合 45 日間で
電力から生成する水素を十分に貯蔵可能な
搭載能力を持っている。45 隻の船団が生成す
る水素は 2億 3千万立方 mに達する試算が得
られた。 
この浮体の運用海域は南太平洋やインド

洋の強風・大波浪域を主に想定しているので
荒天下での耐航性能が極めて重要である。こ
の設計案に基づき、曳航試験水槽で縮小試験
模型を行い波浪中運動性能の確認が行われ
た。図９にこの浮体について簡略化してモリ
ソン式に基づいて波浪中応答をシミュレー
ションした例を示す。通常の船舶などと異な
り、特殊な形状に起因した短波長域に小さな
ピークが複数現れ、船体の 2 倍以上の長波長
域に山が緩やかに現れ収束するような傾向
が得られている。図１０に製作した縮小模型
の写真を示す。試験期間・設備の制約などか
ら進行方向正面からの波についての限られ
たケースしか実験は行われなかったが、波浪
との特異な同調運動は現れないことと共に、
大波高中でも風車や帆走が水没するような

図６：船団での運用イメージ

シャトルタンカー

エネルギー資源確保の現状

固定された
油田・ガス田

中東
長距離輸送（12,000㎞）

原油タンカー14knot（片道20日）

消費地

日本

移動船団

北太平洋

開発投資・代金

移動船団

インド洋

消費地

日本長距離輸送（2千km～ 18,000㎞）

水素タンカー１９knot（片道5日～21日）

現地運用費

将来構想

南太平洋

海外の油田やガス田などへの資源開発投資が、自前の船団への設備投資に置き換わる。

位置制御・移動用帆装

バラストハル

流線型断面の
連結ストラット

重量・浮力分布補
正用バルジ

２MW級風力発電機

浮力ハル

図７：移動式風力発電浮体の外観図

図８：移動式風力発電浮体の諸元

６MW級移動式風力発電施設

浮体全長[m] 360.0 浮体全幅[m] 26.0 

喫水[m] 41.0 排水量[m3] 20,894.7



挙動も現れないことが確認された。実験は曳
航台車側に接続した伸縮性のあるゴム紐に
軽量で径の小さなワイヤを連結し、その端部
を模型のマストに接続して曳航することで
帆走による推力を模擬して行われた。図１１
に実験の様子を撮影した写真を示す。 
今後の課題としてモリソン式による簡略

化されたシミュレーションだけでなく、前進
速度や部材の流体力の異方性を考慮したよ
り詳細なシミュレーションを行い、性能の分

析を行う必要がある。また風力発電浮体であ
るので、正面向かい波だけでなく、横風、横
波を受けて航走する、より運用を再現した実
験で本方式の有用性を確認する必要がある。 
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図９：波浪中応答解析例（速度無し）

図１０：1/200 縮小模型

波浪中曳航試験

図１１：水槽実験の様子


